アングリカニズム ノ ゲンダイテキ テンカイ エイコク キョウカイ ノ トシモンダイ トノ トリクミ ト ソノ ダイナミックス by 輿石 勇 et al.
序1998年ランベス会議の開会演説の中で，カンタベリー大主教は前回から今
回のランベス会議までの10年間に世界を根本的に変化させた，ヨーロッパ共
産主義の崩壊と南アフリカにおけるアパルトヘイト終焉という二つの決定的
な出来事について言及した１）。この二つの出来事は，世界を根本的に変えさ
せることになったのだが，当然そこに生きる教会に変化を強いずにはおかな
かったはずである。しかし，教会が世界の変化に対応しうるかどうかは教会
の自己理解のあり方に依存していると言えるだろう。20世紀最後の10年に生
じた二つの変化が，ほぼ同時に開かれた二つのランベス会議に反映されてい
るかどうか問われなければなるまい。
1988年ランベス会議の中心的な課題は，「主教職への女性の按手または聖
別」（決議第１号）２）であった。ここにも，女性を司祭，主教に按手するこ
との賛否に認められる，メンバーの多様性を尊重しつつ，どのように一致し
て生きることができるかという全聖公会の課題が露わとなっている。同会議
が提出した，この課題に対応するための，第一の方策は決議第１号に反映さ
—29—
アングリカニズムの現代的展開
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れている，「多様性における一致」，すなわち，アングリカンの伝統的な精神
の一つの重要性を喚起することにあったということができる。
この課題に対応するための第二の方策は，後にイームズ委員会として知ら
れることになる，「交わりと女性主教に関するカンタベリー大主教の委員会」
を設立し，（１）アングリカン・コミュニオン諸管区間の関係に関する調査
結果を提供させ，聖公会以外の諸教会との関係の継続性を検討し，（２）聖
公会内の協議の過程を促進するため牧会上の指針を提供させることにあっ
た。３）この決議は，「福音伝道の10年」（決議第43号）４）に象徴される，教会
が福音伝道・宣教という使命のために建てられているとことを再確認し，そ
の使命を遂行しようという決議と，表裏一体をなすものと見ることができる。
つまり，アングリカン・コミュニオンは，世界の異なった場所，したがって，
異なった政治，経済，文化等，の中で伝道および宣教に従事するのであって，
具体的に言えば，伝道および宣教に従事するところにこそ，基本的な一致の
根拠があるという神学を反映するものと理解することができる。
この「福音伝道の10年」を，アフリカの聖公会諸教会を中心とする，「エ
ヴァンジェリカルズ」による，「社会派」を意識した，対抗提案と折り合い
をつけた結果だとする見方もあるようである。その提案は，確かにアフリカ
の主教たちによるものだったから，そのような見方も成り立つだろう。だが，
宣教とは
１　み国の福音を宣言すること，
２　改宗者を教え，洗礼し，養育すること，
３　人のニードに愛の奉仕もって仕えること，
４　社会の不公平な機構を改革するよう努めること，
であるとする理解５）が共有されていたとすれば，この決議を全聖公会が20世
紀の最後の10年に，形はともあれ，それぞれが教会の存在理由，つまり，使
徒的な教会として派遣された目的にかなった教会になることを呼びかけたも
のと，素直に受け止めるべきではなかろうか。
’88年ランベス会議が，教会のアイデンティティーを問うことに強い関心
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を寄せていたことは，「アングリカン・コミュニオン：自己同一性と権威」
と題される決議（決議18）６）にも明瞭に反映されている。この決議に基づい
て，全聖公会神学教理委員会に対して，三位一体論に基づいたアングリカン
の神学とアングリカン・コミュニオンの機構の検討が委ねられた。イームズ
委員会の，いわゆる，『イームズ・レポート』７）と並んで，『ヴァージニア・
レポート』８）が提出され，’98年ランベスの承認をえたことは改めて述べる
までもない。
’88年ランベス会議の直前には，女性の司祭・主教按手をめぐって全聖公
会が分裂するかも知れないという強い不安が一部の人々の間にあったと言わ
れている。しかし，改めてその報告書を読み直して見ると，そこには，教会
内部に意見の違和があったとしても，教会が何にもまして優先すべきはその
使命に忠実であろうとすることであり，そこでこそ一致が現実化されるのだ
という強い確信が貫いていたことに気づかされる。それは，特に「キリスト
教と社会秩序」と題した，第４分科会の報告と提出決議が，今後教会が取り
組むべき課題，また ’98年ランベス会議において再び大きく取り上げられる
ことになった，「貧困と債務」（決議36）９）を筆頭とする人権や正義，平和に
関わる諸問題に集中していることに反映されているということができるだろ
う。そこに，根本的に変化してしまった世界の中でその変化に適切に応答し
ようとする全聖公会の姿勢を認めることができるのではあるまいか。
それでは，’88年ランベス会議に認められる，「教会がその使命に忠実であ
ろうとすることを何よりも優先すべきだ」とする，あるいはまた，「教会の
一致は宣教の担い手として生きることに基づく」とするこの強い確信は一体
何に由来しているのだろうか。いささか前置きが長くなったが，小論ではこ
の問いを起点として，近年における英国教会の都市問題との取り組みと全聖
公会の自己理解との関係について概観しようとするものである。
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１．『Faith in the City（都市における信仰）』－英国教会の都市問題と
の取り組み
1998年ランベス会議は，国際累積債務問題と同性愛の位置づけをめぐる問
題が突出していたために，その影に隠されて見逃されがちだが，次のような，
極めて重要な決議を行なった。
決議II－7 「都市化」
本会議は，
ａ．全聖公会の各教会に対して，都市だけではなく，農村共同体にさえも
影響を与えている世界中の都市化の進行に取り組むよう求める。
ｂ．各教会に対して，都市の中で福音を生き，福音を宣べ伝えることに緊
急に注意を払うよう喚起する。われわれの十全な人間性を破壊する
すべてのものは異議を申し立てられ，社会的に排除された者は迎え
入れられ，貧しい者には福音が告げ知らされるためである（マタイ
11: 3）。また，宣教における，このことの優先性を支援するために以
下のことを決議する。
ｃ．決議：
１．ＡＣＣに対し都市化と都市宣教に関する情報と経験を分かち合うた
めに，聖公会都市ネットワークの形成を支援する。
２．エキュメ二カル諸団体との協議を経た後，「都市世界における信仰」
委員会の設置を支援する。10）
この決議に基づいて，1999年９月スコットランドに招集された全聖公会中
央協議会（Anglican Consultative Council，以下ACCと略す）第11回総会は，
特に，都市化に伴う諸問題について一つのセッションを設け，それがどのよ
うな問題であり，どのようにして全聖公会の課題となったかを学ぶこととな
った。11）
最初の発話者であった，英国教会バーキング教区のセインズバリー主教は，
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このような問題提起をランベス会議で行なうようになったきっかけが，1996
年にナイロビで開かれたワールド・ヴィジョン主催の都市宣教に関するエキ
ュメニカルな協議会であったことを先ず紹介した。同主教によれば，その協
議会の参加者の内聖公会員だけが会合した折に，次の三つのことが協議され
たという。
１．英国教会の『Faith in the City』12）（以下FITCと略す）と題する報告
書が全聖公会に貢献しうるものかどうか。
２．神は都市の中でも最も厳しい地域に教会を建てようとなさっているか
どうか。
３．ランベス98に都市宣教と奉仕活動に関する議論ができるかどうか。
これらの疑問を英国に持ち帰り，英国教会主教会都市委員会（Church of
England Urban Bishops Panel）や東ロンドン地域の人々と協議をし，またア
メリカ聖公会のひとびとの意見も聞いた結果，1998年ランベス会議に都市宣
教・伝道の課題を提起することになったという。1998年ランベス会議では，
先ず催事広場でイヴェントを行い，「アングリカン・コミュニオンは都市の
貧しいひとびとに良い知らせとなっているか」を問いかけるとともに，会期
中のある週末25人の主教が，都市問題の典型的な地域の一つであるロンドン
のイースト・エンドを訪れ，そこの現実と教会の働きとを見学した。こうし
て，1998年ランベス会議に議案が提出され，上記のように決議されることに
なった。
同主教は，「英国教会の『Faith in the City（都市における信仰）』と題す
る報告書が全聖公会に貢献しうるものかどうか」をワールド・ヴィジョン主
催の会議で聖公会参加者に相談したと述べている。しかし，一見控えめなこ
の表現の背後に，FITCに象徴される英国教会の都市宣教の実践と神学に
並々ならぬ自信を持っていたと見るべきであろう。それは，FITCの出版さ
れた1985年から10年後には，都市優先地域に関する主教の助言委員会による，
FITCによる提案事項実施をめぐる総括が報告されているからである。以下
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にFITCの内容を紹介しながら，英国における都市問題との取り組みの概要
を以下に記すことにしよう。
（１）都市優先地域に関するカンタベリー大主教の委員会
FITCの「まえがき」や序論によれば，1983年７月，時のカンタベリー大
主教であったロバート・ランシー主教は，「都市優先地域における教会の生
活と宣教の力量，洞察，問題，課題などを検討し，その結果として神が教会
と国家に対して投げかけておられる挑戦を振り返ること，また，これらの課
題に責任を持つ政府機関に提言すること」を目的とした，都市優先地域に関
するカンタベリー大主教の委員会を設立した。都市優先地域とは，1977年に
出された「大都市の都心部のための政策」と題する白書の中で英国政府が認
定した都市内の一部，あるいは一都市全体を含む貧困地域を指している。少
なくとも，これら都市優先地域に対する政府による提案や諸施策にもかかわ
らず，1981年の国勢調査はこれら地域の状況が悪化するばかりであることを
示したのであった。都市優先地域の状況改善のためには，行政ばかりでなく
教会が責任を自覚して関わることが必要であるという認識から，同委員会が
設立されることになった。同委員会は２年間に，５回の泊りがけの会合を含
めて全体会議を17回開催した。同時に，諸地域の訪問を含め70回におよぶ小
委員会を開催し，英国教会および英国政府に向けた提案を含めて，本文360
ページを超える報告書を提出した。
（２）「都市優先地域」白書と「大主教委員会」によるその批判
都市優先地域を定義する上で用いられる貧困の指標は，①失業，②独居老
人，③母（父）子家族，④民族，すなわち筆頭者が旧植民地あるいはパキス
タン出身者である家族，⑤過密住宅，⑥基本的な衛生施設のない住宅，だと
いう。しかし，このような仕方で地域を指定して特別な施策を行なわなけれ
ばならなくなった理由は一体どこにあるのだろうか
世界に先駆けて産業革命を達成した英国は，産業化が都市の拡大と都市へ
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の人口集中を伴うということをも世界で初めて体験することとなった。
「1831年から1931年の産業発展の100年間に英国で都市に分類される地域の人
口は34パーセントから80パーセントにまで増え，今や（1985年現在）90パー
セントに及んでいる」のである。13）このような急激な都市の拡大と人口集中
は，新たに生じた労働者とその家族に衛生，居住，教育など基本的な領域に
おいて過酷な生活を強いることとなった。
しかし，産業構造の大幅な変化は，人口の都市集中にも勝って，都市問題
を深刻化させる要因である。英国では1900年までには国土の10パーセントと
人口の４分の３が都市に分類されるまでになっており，労働者の10パーセン
トが農業に従事するだけであったが，今や農業人口は３パーセントにまで減
少している。したがって，20世紀の始めにはすでに都市と田舎を区別するこ
とは無意味であり，とりわけ，1945年以降顕著となったモータリゼーション
はその区別を一層無意味なものとしている。農業従事者の急激な減少は，都
市の中心にあった工場が拡大のために土地的に制約の少ない郊外に移転する
過程に対応している。モータリゼーションは，企業や住宅の郊外化を促進す
る一大要素であったが，道路網の整備と共に，以前には繁栄していた数々の
港湾都市からの産業の撤退により，主として，新しい事態に対応できない
人々だけが置き去りにされるようになった。こうして，都市における深刻な
貧困の問題が生ずることになったのである。英国で言えば，産業革命以来経
済を支えて来た港湾都市を中心とした産業都市が，都市の貧困という深刻な
事態にさらされることになった。これが，都市優先地域政策を緊急に必要と
するにいたった主な理由であった。
白書の公刊後に出版された英国における都市問題の分析研究資料の検討や
「大主教委員会」による都市優先地域への度重なる訪問の結果，白書の調査
そのものが貧困化させられた人々の実態を示さないばかりでなく，それらを
隠してしまうことが明らかとなった。つまり，克明に調査をすれば，もっと
詳細な英国内の不平等な地図が描けるのに，それを余りにも単純化してしま
ったために，社会が提供すべき，人間の生活上の機会が不平等に分配されて
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いる現実を隠してしまっているということである。たとえば，平均余命が地
域によって大きく違っていることなどは，各地域の医療サービス提供能力，
つまり，財政能力の違いを反映するものである。
したがって，「二つの国民が存在する」と言わざるをえないほど，いろい
ろな局面において，両極分解しているのが英国の実情である。しかるに，英
国の行政当局は，問題を大都市のいわゆる「優先地域」に限定して対策を講
ずることによって，その実情を覆い隠し，行政責任を果たしていると主張し
ているに過ぎないというのが，FITCの分析と批判である。同委員会は，こ
の基本的な批判に立った上で，現在の都市優先地域政策を見直し，都市優先
地域の弱小零細企業を助成し，権利を剥奪されているそれらの地域住民とそ
の隣接する地域の人々とのパートナーシップを樹立するなど，20項目を超え
る提言を中央と地方の行政担当者に対して行なっている。これらの提言は，
英国の都市問題を理解する上で非常に興味深いものではあるが，ここでは本
題から外れるので残念ながら割愛する。
（３）英国教会の体質に関する反省
都市優先地域は，先述のように，大都市のいわゆる貧民街を指すだけでは
なく，全国的に広く認められる，富と人口とが流出するばかりの地域をも含
むものである。そのような地域にも，まさに国教会であるがゆえに不十分な
働き方ではあっても，英国教会が存在し続けている。しかし，これらの地域
にある英国教会，もしくはキリスト教，は適切な形で存在しているとは言え
ない。教会の信徒とはかかわりを持っていても地域の人とは，ほとんどの場
合，かかわりがないからである。
このような現状は歴史に起因するものであって，昔から教会や司祭たちの
関心は栄光の東南部に向けられており，その他の地域では教会の数が限られ
ていたために，貧しい者の多くは教会の礼拝に出席することすらできなかっ
た。英国教会は，さらに，工業化に伴って成長する都市に，特に増大する労
働者人口のために，教会を建てることができなかった。英国教会に一貫する
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「都市問題」は教会と都市労働者階級との関り方そのものにあった。1851年
に行なわれた「宗教統計調査」報告書の中で，聖公会信徒であった弁護士，
ホーレイス・マンが述べている，教会から貧しい者が疎外されている原因は
以下のようなものであったという。
①　教会の中にある，例えば会衆席賃貸といった序列的なシステムのよう
な，社会的不平等。
②　社会の階級分裂が余りにも深く教会の中にあるので，労働者階級は他
の階級の人と一緒に礼拝したいとは思わない。
③　教会が貧しい者の物質的な福利について関心を持っていないのが明ら
かである。
④　聖職たちの中産階級的な性格と快適な生活様式に対する不信感。
⑤　貧困のため，労働者の多くは教会について考慮する余裕がない。
⑥　「積極的（攻撃的）な」宣教活動の欠如。14）
しかし，19世紀の中盤以降になると，聖職たちは50年ほど前よりは行動的
かつ自覚的に都市における貧困の問題に取り組むようになった。それは，
1830～40年代に生じた，アングロカトリック的なオックスフォード運動，古
いエヴァンジェリカルな運動，F・D・モーリスやキリスト教社会主義など
の影響の結果であったことは明らかである。このように，19世紀後半には，
英国教会の貧しい都市労働者との働きはある程度の成功をおさめたと言うこ
とができる。しかし，これらの働きもほとんどは慈善や社会奉仕といった，
「施し」の枠組みを超えるものではなく，やがて生ずる社会福祉の成長やレ
ジャー産業の成長に耐えうる力を持つものではなかった。
（４）英国教会の都市問題とのかかわり方に関する神学的な反省とビジョン
多くのキリスト者は「貧しい者に目を向ける」ことがイエスに由来するキ
リスト者の義務であることを承認するだろう。この命題は，人格的かつ個人
的なレベルと政治・社会的なレベルを含むものである。しかし，これまでに
述べたように，英国教会は個人的なレベルの，ことに緊急援助的な奉仕を好
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む傾向にあった。FITCに述べられた神学的な反省によれば，このような傾
向は，まず，信仰を個人に属することがらと見る，デカルト主義の影響に帰
されるものである。第二に，それは重労働と生産的労働を称揚するプロテス
タント的な労働観の結果である。これらの思想が聖書に由来するものでない
ことは明らかであり，この点で，より聖書的な社会観や労働観が求められる。
解放の神学が，旧約聖書の「寄留者」の規定，「安息年」や「ヨベル年」の
規定，また預言者による義と公正の実現の要求を重視することは，このよう
な英国教会の制約を乗り越える可能性を示唆するものとして評価すべきであ
る。
聖書の伝統に従えば，教会の宣教は，人格的で個人的な行動と社会変革を
志向する政治的行動から成る，統合的な働きとして理解できる。このような
働きは，教会がコミュニティー・ワークやコミュニティー・デヴェロップメ
ントなどの領域を働きの場とし，公私いずれの団体とも協力することによっ
てはじめて可能となる。コミュニティーの定義は難しいが，自らがコミュニ
ティーである教会は，地方的な人々の集団でありつつ，より広い世界の一部
であることを自覚した，外向きの集団である。そのような「教会が年齢・性
別・人種・階級などによって生ずる疎外が決定的に克服される共同体である
ことが実感できる場合にのみ，教会のミッションは教会にも，見棄てられた
と感じている多くの人びとにも受け止められる」。15）
しかし，教会は自分たちを取り巻く人々の必要に応えることに失敗しただ
けではなく，教会の中にいる貧しい者の声や経験，また霊的な豊かさに耳を
傾けることにさえ失敗していることに気づかなければならない。それは，教
会が他から聴きかつ学ぶことよりも，語りかつ教えることを重要視してきた
ことから生じている。それは，教会問答に象徴される，型にはまった学術的
神学コンプレックスとでも言うべき姿勢である。学術的な神学研究が重要な
ことは当然のことで，神学者の養成はもっと積極的に行なわれなければなら
ないが，すべてをアカデミックな尺度で測るところに問題がある。抽象的で
知的な表現が，キリスト信仰の理解と伝達にとって絶対に重要なわけではな
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く，神学は，従来考えられてきた以上に，多様で柔軟な行為であることを認
識する必要がある。
このような前提のもとに，まず第１に，都市優先地域において「物語の分
かち合い」（ストーリーテリング）のような，伝統から踏み出した新しい形
の福音伝道によって，固有の教会形成を試みてはどうだろうか。第２に，従
来の教会の専門職（聖職）の力量の評価の仕方を検討し，アカデミックな基
準以外の基準を導入する試みが求められる。また，第３に，教派を超えたキ
リスト教会間，また場合によっては，他宗教との協力が必要とされるだろ
う。
このような神学的な前提に立ちつつ，FITCは，①地域に根ざした教会，
②外向きの教会，③エキュメニカルな教会，の三つをあるべき姿として提示
する。
教会が近隣と関係することの重要性はこと改めて主張する必要はない。む
しろ，ここでの強調点は，従来の教会の，自分を優先的地位に置くという型
を捨てて，必要なものを近隣地域に提供すると共に地域から受けるという相
互性を確立するというところにある。このような姿勢は，当然のことながら，
外に関心を向け，耳を傾ける（アテンティヴな），教会につながる。それは，
地域が神と出会い神に仕える第一義的な場所だからである。したがって，外
向きの教会は，地域に参与し神の力と方向づけによってそこでの生活の変革
に貢献する。
このような外向きで，地域に参与する教会は，当然のことながら，地域の
中で他の教会に属するキリスト者や団体，場合によっては，宗教を異にする
人びとや団体，と出会い協力する，エキュメニカルにあるいは超宗教的に働
く教会となる。
しかしながら，英国教会がこのようなビジョンにそって変革されるために
は忍耐と一貫性が求められることは当然である。このような長期的な展望に
立って，FITCはその変革のプログラムを提案しているのであるが，次にそ
れを概観することにしよう。
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（５）FITCの提案する英国教会変革のプログラム
（Ａ）制度改革に関する提案
FITCは，まず教区に対して，都市優先地域の指標に照らして客観的にそ
れぞれの教会が都市優先地域の教会かどうか判定すること。第２に主観的で
はあるが，教区がある教会を都市優先地域教会と認定すること，を提案して
いる。1983年度の統計によれば，都市優先地域教会と認定された教会が最も
多い教区はロンドンの146教会（34パーセント），マンチェスターの140教会
（44パーセント），サザックの100教会（35パーセント），次いでバーミンガム
の77教会（42パーセント）などである。16）
いずれにせよ，このような統計に立って，教区はこれらの都市優先地域教
会が教区内の他教区と比べて，人事配置の上で公平を期すよう勧告される。
従来，教役者の配置については，シェフィールド定式と呼ばれる基準があり，
地域の人口（８ポイント），面積（１ポイント），現在受聖餐者数（３ポイン
ト），教会数（３ポイント）に従って人事配置を考慮することが広く行なわ
れてきた。しかし，都市優先地域教会の職務の量と質，また経済状況を考慮
に入れて，提案されている「教会都市基金」17）が設定されれば，その資金を
利用して，これらの教会に優先的に人事配置することを，FITCは勧告する。
また，都市優先地域とは離れた所にある教会は，都市基金を通してこれらの
教会の宣教に参与すると共に，姉妹教会のような形で，教区内外の優先地域
教会との交流が提案されている。
次に，各教会や伝道区に対する勧告がなされる。神学的な反省の中でも触
れたように，英国教会変革への第一歩は自分たちの宣教の働きが必ずしも十
分でなかったことを自覚することにある。この基本的な段階を着実に進める
ために，FITCは，1984年に英国教会総会宣教および一致局（General Synod’s
Board for Mission and Unity）が刊行した『宣教の査定（Mission Audit）』
を参考に用いて，自分たちの現実を認識するよう勧告している。18）また，そ
れらの自己査定に基づき，教会内の聖職・信徒間の協力，隣接教会との，ま
た超教派的な協力などが，進捗しているかどうか，できれば毎年評価するこ
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とが推奨されている。
この他に，人種（特に黒人）問題の専任担当者を置き，差別や疎外の問題
にもっと適切に対応できるようにすることを総会事務局や各担当部局に勧告
し，少数者の利害をもっと総会の決議に反映できる方策を立てるよう総会に
勧告している。
これらの変革のための提言は，当然，聖職・信徒の養成や礼拝などの変革
と深く関っている。FITCが，英国教会の学術的神学コンプレックスを克服
することが教会変革にとって最大の課題となることを，示唆したことはすで
に述べた。これは，「大主教委員会」に寄せられた調査の回答の中で，都市
優先地域のミッションにとって信徒の働きが重要であるとする，圧倒的多数
の指摘と深く関連している。その一例として，「その場所に住んでいない人
が指導性や意思決定権を持っている限り，本当に地域の教会になることはで
きない」という，ある教区の報告の一部が引用されている。19）これとの関連
で，FITCがローランド・アレンの著作20）やACC-6報告21）などを参照したこ
とが特に記しているのは注目に値する。FITCとアングリカン・コミュニオ
ンとの相互関係を示唆するものだからである。
いくつかの教区で，地域の中ですでにいろいろな形で指導性を発揮してい
る信徒を中心とする，教えるよりは学ぶことや経験のシェアリングに重点を
おいた，養成プログラムが試行的に行なわれている。これらのプログラムは
新たな可能性として浮上しており，物心両面にわたって支援されるべきこと
が提案されている。
地域における働きの中で最も基本的な働きの担い手は，昔も今も，女性で
ある。地域ですでに指導性を発揮している信徒の働きの重要性を考えれば，
女性の司祭按手は不可避的だと考えられると，同報告書は，議論に深入りす
ることは避けながらも，特に記している。同報告書によれば，「英国教会に
はすでに540人の女執事と170人の特認信徒奉仕者（260人の無給奉仕者を含
む）がいる。このような働きのために訓練を受けている女性の数は，1980年
から1984年までに間にほとんど倍増している」22）のである。
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このような信徒の中から，聖職志願者が出てくることは当然であるし，教
会における聖職の働きは重要であるので，地域無給聖職（Local Non-
Stipendiary Ministry）は歓迎すべきである。しかし，これらの職務は地域
教会の宣教チームの一部として働くとことを条件とすべきこと，また，選任
にあたっては，都市優先地域の住民で，その地域の団体で働いていることな
どが勧告されている。
FITCが，従来の神学教育のあり方を根本的に変革しなければならないと
いう立場をとっていることはすでに見た通りであるが，英国教会の中にそれ
に先立つ神学教育批判があったことは容易に想像できる。同報告書によると，
教会の奉仕職に関する助言委員会（Advisory Council for the Church’s
Ministry, ACCM）はすでに1969年以来数次にわたる報告書によって，全寮
制を原則とする神学校教育が，志願者を中産階級，男性，上位下達という文
化の鋳型に嵌めるものであり，その中で苦労して覚えた知識は，現場での働
きに役に立たないだけでなく，すぐに忘却されるものであるといった問題点
を指摘してきた。また，現実に適切に対応しうる神学教育を目指して教育科
目の中に「カウンセリング」その他の実践的教科を散りばめる試みもなされ
たが，そのような対策は，すでに過密となっている時間割を更に過密化する
だけのことである。したがって，聖職養成を根本的に変革するためには，修
道院型の神学校の設定そのものを変えなければならなとされる。
同報告書は，英国教会のいくつかの教区で試行されている，教区主導の夜
間神学コースなどの試みに，新しい神学教育のモデルを見ようとしているよ
うである。その長所は，通学のため受講者が自分の生活圏の中で，地域の生
活に重点を置きながら，教会の働きを批判的に学ぶことができるというとこ
ろに求められる。これらのコースで学び得ない，地域を越えた国内また海外
の教会などの広がりといった課題については，スクーリングによる集中講義
や実習勤務などによって補うことができる。つまり，教会が地域社会に根ざ
し，そこで宣教の働きを主体的に展開して行くとき，その教会の働きそのも
のがイン・ジョブ・トレーニングになるということである。
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（６）FITC後10年の総括－『Staying in the City(都市に留まる)』23）から
『Staying in the City（以下SITCと略す）』の第３章によると，FITCの出版
後，カンタベリー大主教はその提案の実施を促進するために助言委員を任命
した。さらに同大主教は都市優先地域専任主事を選任した他，各教区にこの
課題をめぐる連絡委員を設置するよう求め，FITCの学習や，都市優先地域
を巡礼するなどのプログラム実施の促進に努めて来た。24）
政府の反応はかならずしもはかばかしくはなかったが，英国教会はFITC
の提案に積極的に応答し，1988年に設定された教会都市基金（The Church
Urban Fund）の1800万ポンドの寄金要請に各教区が応え，これまでに200件
を超える都市優先地域におけるプロジェクトに500万ポンドが支出されてい
る。また，2000教会がパリッシュ教会の「宣教監査（mission audit）」を実
施したと報告している。25）
1992年には，主教会が都市優先地域との取り組みに直接の責任を引き受け，
大主教助言委員会を「都市優先地域に関する主教会助言委員会」と改名する
ことになり，さらに，都市主教会議（Urban Bishops Panel）が設立された。
この会議は都市地域の主教や補佐主教によって構成されることになってい
る。このように英国教会の態勢を整えつつ，1995年には各教区の都市問題連
絡担当者の「信仰を行動へ」と題する会議が開催され，中央と地域との働き
も噛み合うようになった。それでも，各教区の経験を他教区とどのように交
換するか，地域での経験を全体の方針にどう反映させるか，また総会などで
合意された方針を各教区が実施するための指針など，改善すべき点が指摘さ
れている。
しかし，SITCの総括によると，英国教会の社会的責任局，教育局，奉仕
職助言局などあらゆる機関が，FITCの勧告に基づいて，青年，成人教育，
神学教育，信徒および聖職の継続教育，教理・神学，礼拝などにおいて都市
優先地域の課題を最優先に取り組んでいる痕跡が明瞭に認められる。たとえ
ば，青年のプログラムが功を奏していること，聖公会黒人問題委員会が設立
され人種問題を総会に対して常に喚起することができるようになっている。
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その他にも，他教会，他宗教も含めた，共同的な活動が促進されている。
制度的には著しい成長が認められるが，中産階級の白人男性による支配と
いう英国教会の文化はまだ強固に残存しており，制度的な働きを一層成長さ
せつつ，このような文化の変革を進めることが今後に残された大きな課題で
あることが指摘されている。
２．FITCとアングリカン・コミュニオン
（１）「宣教査定」の試みとしてのFITC
これまで見たように，FITCは英国政府や英国教会に対する，主として
「都市貧困問題」の克服に向けた提言を内容とする文書である。それはマー
ガレット・サッチャー首相の不興を買ったと言われるが，それはその提言が，
現場とは隔たった政府機関の提案を寄せ付けないほどの説得力を持っていた
からに他なるまい。その意味で，この文書はまさに預言者的なものとして評
価されるべきであろう。預言が権威あるものとして受け入れられるのは，そ
れらの言葉が預言者個人にではなく，その背後に隠されていたであろう多く
の人々の声に由来するからである。
FITCにおける数多くの提言は，大主教委員会による，英国教会の「ミッ
ション・オーディット」の結果生じたものである。したがって，FITCは政
府や英国教会に対して「都市問題」に関する具体的な提言をするために公刊
されたものであるが，大主教委員会によって３年間にわたって行なわれた
「宣教査定」の記録そのものだということができる。つまり，この文書その
ものが「宣教査定」とは何であるのか，あるいは，宣教査定がどのように地
に足のついた提言を生ずるものであるかを示している。したがって，この文
書の公刊そのものがすでに，英国の全教区，教会に対する「宣教査定」実施
の勧めとなっている。
「宣教査定」は，すでに見たように，教区や教会が置かれている状況を，
そこに関るひとびとができるだけ多く参加して共に見直し，その地域におけ
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る課題を洗い出し，教会が取り組むべき課題に優先順序をつけるなどの作業
を通して，教会の内部ではなく地域に目を向け，地域と共に生きる教会に変
革されるために，プログラムを作る過程である。「宣教査定」はまた，教区
や教会の意思決定のために，従来その声が無視されてきた多くの人々の声を
聴くことによって，教会の「アテンティヴ（傾聴する姿勢）」であることへ
の要請26）を実現する手段でもある。したがって，それは，また地域教区や教
会の宣教における主導性を促進させる手段であり，地域主体性（サブシディ
アリティー）27）を実現する手段だということもできる。
しかし，地域に密着して宣教に従事する教区や教会は，他の教区や教会か
ら全く独立しているわけでないことは明らかである。FITCの提言に基づい
て「教会都市基金」が設定されているが，それは，教区や地域教会によって
第一義的には担われるべき当該地域における宣教が，実は，英国教会全体に
よって担われるものであるとする神学を体現している。宣教において協働す
る共同体，宣教に従事する地域教会を前提として成立する，地域や国の枠を
越えた教会という，1963年トロントで開催されたアングリカン・コングレス
以来の，「キリストのからだにおける相互依存と相互責任」という，全聖公
会の自己理解28）がここに体現されていると見るべきであろう。
FITCを生じさせた背景については，１．（３）で瞥見した。そこでは，オ
ックスフォード運動や古いエヴァンジェリカルな運動，またF・D・モーリ
スに由来するキリスト教社会主義の運動があったとされている。これらの運
動がそれぞれの強調点は違っていても，地道に貧しい人々と共に生き続けて
来たことは想像に難くない。また，これらの地域に根ざした運動は自ずと教
派，場合によっては宗教の，枠を超えた連携を生ずるはずである。SITCは，
FITCの「宣教査定」の提案は，このようなエキュメニカルな都市宣教ネッ
トワークの一つ，シェフィールドのUrban Theology Unitの動きと連動して
いることを次のように述べている。UTUは1969年に創設されたエキュメニ
カルな教育団体であり，セミナーなどを通して，教会の都市問題従事者の育
成にあたってきた。「このような働きに加えて，1978年にはジョン・ヴィン
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セントのSituation Analysisが編纂された。これがFITCにある『パリッシ
ュ・オーディット』の中核をなしたのである」29）。
かくして，FITCは，英国の近代以来，都市問題に取り組んできた英国教
会の少なく見積もっても，三つのグループの積年の働きとエキュメニカルな
協力関係の結果生じたものであった。それでは，このような英国内の動きは
国際的なアングリカン・コミュニオンとどのように関連し合うのだろうか。
（２）FITCと全聖公会における「宣教査定」提言
先に見たように，FITCは1974年ナイジェリアで開催されACC-6の報告書
に言及している。30）そのACC-6の報告書には，全聖公会宣教方策諮問委員会
（委員会は原語では「グループ」）の報告，『宣教にその本来の位置を与える
（Giving Mission Its Proper Place）』が掲載されている。31）『宣教にその本来
の位置を与える』という報告は，全聖公会のあらゆるレベルで「宣教査定
（Audit）」を行なうことが望ましいという提言を中心としており，補遺にそ
の雛型を添付している。32）
この宣教方策諮問委員会は，1981年英国のニューキャッスルで開かれた第
５回ACCによって設立されたものであった。宣教方策諮問委員会は，宣教
のために全聖公会の資源を平等に分かち合う方法としてACC-2（1973年，ダ
ブリン）で決議された「宣教協働協議（コンサルテーション）方式」を見直
すことを基本的な職務としていた33）。
「宣教協働協議方式」とは，ACC-1（1971年，ケニア）で言及された全聖
公会の宣教協働のプログラムと聖公会に属する宣教団体のそれとを調整する
必要性に基づいて，開催された宣教団体の代表者会議で提案されたものであ
る。34）その提案はACC-2以前に西インド諸島や日本，オーストラリア，ニュ
ージーランド，英国，合衆国などで行なわれていた，アングリカン・コミュ
ニオンの宣教協力と資源配分方式であった。この方式の目的は次のようなも
のであった。宣教のための資金や人材の授与者と受け手の関係を，従来の固
定的な関係を越えたものに拡大し，全ての管区が互いに宣教のパートナーに
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なるべきであって，それぞれの管区は財政的自立に努めつつ，神の宣教のた
めに精神的かつ物質的な資源を分かち合うということにあった。各宣教団体
の代表者をミッション・パートナーとして一管区に招き，共に宣教計画を立
案し，その計画の実施に当たって必要な資源を必要に応じて与えかつ受ける
というのが宣教協働協議方式の具体的な形である。その方式を見直す中で生
まれたのが『宣教にその本来の位置を与える』であった。この報告書は，単
純に宣教協働協議方式の見直しという課題を越えて，教会の宣教を聖書的な
根拠から見直し，教会が宣教に参与できるようになるために，礼拝を始めと
するあらゆる教会の営みを宣教の視点から査定することを提唱している。先
述の，ACC-8で完成した宣教の五項目の原型がこの報告書に由来するもので
あることも付記しておくべきであろう。
宣教方策諮問委員会が，宣教協働協議方式の見直しという課題を大幅に越
えたのは，1963年のトロント会議以来全聖公会が取り組んで来た，管区間の
関係を植民地的な型から対等な宣教協働の型に変革するという目標が，経済
先進諸国の教会から後進諸国の教会への資源の提供というあり方を終わらせ
ない限り，実現できないということに気づいたからに他なるまい。つまり，
経済先進諸国の教会が自ら宣教に参与するのでなければ，後進国諸教会に対
する慈善という枠組みを越えることができないことに気づいたということで
ある。このようにして，ACC-6はこの報告書を受け，「すべての地方教会，
伝道区，大執事区（Archdeaconaries），教区，管区が，次掲の指針を用いて，
宣教査定を遂行するよう，強く促すものである」という趣旨の，決議11「宣
教の評価（「宣教査定」）を採択したのであった。
このACC-6の提案がFITCの提案と密接な関係を持っていることは一目瞭
然なのであるが，この両者をつなぐ接点はどこに求めることができるであろ
うか。自明なことの一つは，委員会を設立して，FITCに結実した都市優先
地域の，調査を委嘱したのが時のカンタベリー大主教ロバート・ランシーで
あり，同主教がACC-5以来全聖公会中央協議会の総裁であったということで
あろう。これと関連するのだが，ACC-5に宣教方策諮問委員会の設立を提言
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した「宣教準備委員会」35）の委員長であり，同時に宣教方策諮問委員会の書
記をも務めた，ケンブリッジに本部を持つOratory of the Good Shepherd
（良き牧者修道会）の，ジョージ・ブラウンド神父が，FITCと『宣教にその
本来の位置を与える』との間をつなぐ上で何らかの役割を担っていたのでは
ないかと，筆者は推測している。
いずれにせよ，FITCの中でも述べられているように，1800年代以来継続
する英国教会の都市貧困層に対する働きの流れは，全聖公会に属する諸教会
間の植民地主義的な関係の変革につながり，全聖公会の教会を宣教を最優先
する教会に変革しようという潮流と呼応して，「宣教査定」を一致して提唱
するに至ったと言うことができるだろう。
この提唱の根底に，全聖公会の一致は全ての教会が優先課題をもって宣教
に参与する時に体現されるはずだという強い信仰を認めることができるだろ
う。この信仰は，地域性に由来する多様性を，一致を脅かす危険因子として
排除するのではなく，全聖公会を豊かにする賜物として感謝して受けようと
いう提案に結実していると言えるだろう。事実，1987年シンガポールで開催
されたACC-7の報告書には『Many Gifts One Spirit（『多くの賜物一つの霊』）』
という題がつけられているのはそのことを象徴すると共に，聖公会が外向き
の教会である限り，聖公会に属する教会の多様性は喜びと感謝をもって受け
入れられるという確信を表明するものである。
４．グローバル化した世界の中で－結びに代えて－
1988年のランベス会議の折には考えられなかった，ヨーロッパ共産主義の
崩壊は，SITCも認めるように，FITCが分析した以上に貧富の差を拡大させ，
都市優先地域の環境悪化や住宅環境の劣悪化を生じている。それは，共産主
義という歯止めを失った資本主義が，ネオ・リベラリズムという呼称に象徴
されるような，資本主義勃興期に良く似た，収益率を物差しとする剥き出し
の競争になだれていったからである。この間に生じた著しい情報技術の革新
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は，インターネットなどによって多くの人びとにささやかな恩恵を分け与え
つつも，多くの場合，専ら国際的な巨大資本の収益率向上に貢献しているこ
とは明らかである。1998年ランベス会議の大きな議題の一つとなった国際累
積債務の問題は，このような資本主義の暴力的な展開の一部に過ぎず，G’7
を中心に構成されるWTOの知的所有権という名の技術独占によって発展途
上諸国の貧しい農民や病人に一層の犠牲を強いる結果となっている。先進国
の製薬会社が知的所有権を譲歩すれば，アフリカ諸国におけるエイズの猛威
をいささかなりとも押さえることができるのは明らかである。収益率が人間
の価値を決定するシステムが世界を席巻している。
経済低迷が言われている日本では，少なくとも，東京の都心にいる限り，
経済停滞はどこの話かと思うばかりである。しかし，東京下町の教会のある
牧師は，毎週日曜日にその教会が行なっている「日曜給食」で以前は50食を
用意していたのが，最近130人ぐらいが訪れるようになったために，パソコ
ン通信を通じて救援を要請している。これに類した物語は，ささやかな日本
聖公会の範囲であっても，枚挙に暇があるまい。わざわざ過疎地に行くまで
もなく，大都市の中心を一歩離れれば，産業構造の転換のために地域の将来
像を描くことさえできないでいる，従来かなりの規模だった，町が無数にあ
るだろう。
これらは，すべて「グローバル化した」資本主義に起因している。とすれ
ば，アフリカのエイズ禍も，東京都の公立病院民営化の試みも，危険な輸入
食物も，相互に関連し合う問題なのである。子供たちの教育にせよ，食材に
せよ，無数にある身近な諸問題との取り組みが，地域や国境を越えた人間の
生活の質の向上のための働きにすぐ様連動できるようになっているというこ
とが，グローバル化の一つの利点と言うことができるかも知れない。日本の
教会も地方で活躍する数かずの人びとの経験を分かち合い，それらのひとび
との声に耳を傾けることによって，行動をもって宣教する共同体になる機会
が与えられているし，求められているのではあるまいか。このような働きを
通して，無数の地域と絡み合った課題に「参与する」ことが，あらゆる境界
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を越えたエキュメニカルで国際的な「交わり（コミュニオン）」を成立させ
ることになる。なぜならば，一致も交わりも「静的概念ではなく，前方への
発展と完成を要求するもの」だからである。36）
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The phrase, "Unity in Diversity" had seemed to be a sound expression of
the features of the Anglican Communion for a long time. However, within
the passed twenty years or so, the limit of diversity became to be suggested
by some Anglicans. One of the main reasons for that might be found in the
ironic dynamics of the globalization which sprits this world into pieces and
assimilates it as well. 
Unity in diversity has been regarded as the dynamic expression of the
Church as koinonia, Communion. That relates deeply with the expression of
One, Holy, Catholic, and Apostolic Church that presupposes the mission
work of local churches. The catholicity of the Church cannot be visible
without local churches that have proclaimed the Gospel and tried to
transform their societies through it.
In the Church of England, such movements as the Oxford movement, the
old Evangelical movement and the Anglo-Catholic Socialist movement have
carried the service to the urban poor as a form of the Church Apostolic since
the 18th Century. For them, it is the matter of course that without the
actions of local churches in their societies there is no unity and partnership
among the churches in the Anglican Communion. The fellowship of the
churches without mission involvement is just a simple charitable
relationship based on giving and receiving that is a relic of mission
imperialism.
Although this understanding seemed to be shared among a small number
of people, it turned out to be different when the Archbsihop of Canterbury's
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Commission on Urban Priority Areas completed a three-year survey in 1985.
Many church people in deprived areas requested that the Church of England
transform itself to be much more involved in its social reality. As the first
step of the transformation, the Commission called on every diocese and local
parish church to have a Mission Audit. Almost simultaneously, the (Anglican)
Mission Issues and Strategies Advisory Group called on every Province of
the Anglican Communion to realize the idea of Mutual Responsibility and
Interdependence and Partnership in Mission, both derived from the
Anglican Congress, met at Toronto in 1963.
Nippon Sei Ko Kai is also invited to be involved in Mission Audit. This
Audit calls us to be attentive to the voice of the deprived. If we are attentive
to these voices in our society, we should also be sensitive to the voices of the
most deprived in the world. We will then be united with sisters and brothers
as partners beyond various boundaries.
